
Ⅰ－２

Ⅰ－２ 決算額 千円 構成比％ 構成比％ 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 経常一般財源千円

4,062,716 26.5 44.6 2,536,713 17.0 2,349,738 2,278,298

181,397 1.2 2.1 1,586,939 10.6 1,437,941 1,425,210

第3次 3,895 0.0 0.0 2,381,055 15.9 819,488 813,143

人 9,868 8,116 0.1 0.1 1,153,311 7.7 1,102,349 1,102,349

人 59.4 6,913 0.0 0.1 1,082,442 7.2 1,035,336 1,035,336

9,624 653,846 4.3 7.4 70,869 0.5 67,013 67,013

57.8 6,357 0.0 0.1 - - - -

人 - - - 6,071,079 40.6 4,271,575 4,193,790

人 53,730 0.4 0.6 2,130,318 14.3 1,607,764 1,368,119

16,653 0.1 0.2 158,881 1.1 138,253 138,194

1 4,544,894 29.6 44.5 2,166,316 14.5 2,063,140 1,777,589

2 普 通 3,918,297 25.5 44.5 655,583 4.4 655,583 654,532

3 特 別 564,038 3.7 - 1,510,733 10.1 1,407,557 1,123,057

4 震災復興特別 62,559 0.4 - 552,533 3.7 544,918 -

5 9,538,517 62.2 99.7 669,317 4.5 411,067 -

6 4,049 0.0 0.0 1,440,580 9.6 1,206,937 1,146,465

7 44,266 0.3 - - - - -

8 331,049 2.2 0.1 1,743,311 11.7 523,361 -

9 20,745 0.1 - 74,538 0.5 74,538 -

10 1,769,828 11.5 - 1,739,691 11.7 522,193 -

792,866 5.2 - 補 助 983,132 6.6 201,188 -

19,531 0.1 0.1 単 独 756,559 5.1 321,005 -

60,622 0.4 - 県 営 0 0.0 0 -

669,382 4.4 - その他 0 0.0 0 -

356,657 2.3 - 3,620 0.0 1,168 -

529,707 3.5 0.1 14,932,335 100.0 10,767,015 8,624,157

貸付金収入 263,418 1.7 - 健全化判断比率

そ の 他 266,289 1.8 0.1 決算額 千円 構成比％ 一般財源千円 実質赤字比率

1,199,099 7.8 - 175,905 1.2 175,905 -       ※

0 0.0 - 2,054,686 13.8 1,863,449 連結実質赤字比率

513,899 3.3 - 4,868,028 32.6 2,689,589 -       ※

有 15,336,318 100.0 100.0 1,697,588 11.4 1,661,417 実質公債費比率

有 1,036 0.0 1,036 7.9%

- 決算額 千円 構成比％ 増減率％ 693,795 4.6 373,659 将来負担比率

- 1,664,774 41.0 △ 0.9 1,115,888 7.5 429,889 -       ※

- 個 人 分 1,328,532 32.7 0.2 1,267,894 8.5 837,963 ※「-」は赤字また

法 人 分 336,242 8.3 △ 5.1 498,158 3.3 485,291 は将来負担なし

1,918,252 47.2 2.3 1,402,426 9.4 1,145,300

107,048 2.6 3.4 3,620 0.0 1,168

230,303 5.7 △ 1.7 1,153,311 7.7 1,102,349

合 計 37 0.0 68.2 0 0.0 0

94.5 142,302 3.5 △ 1.0 14,932,335 100.0 10,767,015

88.8 入 湯 税 7,305 0.2 △ 1.7

91.5 都市計画税 134,997 3.3 △ 1.0

4,062,716 100.0 0.6 97.9%

区 分 適用開始年月日

収 支 額

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金

加 入 世 帯 数

(H31.4.1)

H27.8.1職員数

市 長 H28.11.1

合 計

318,538

296,570

被 保 険 者 数

一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被保険者一人当り保険税調定額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

固 定 資 産 税 17.6

市たばこ税

4,089,596

経常収支比率
　　92.5％

経常経費充当一般財源
 8,624,157
 9,319,715

歳入経常一般財源等

※減収補填債特例分、臨時財政対策債を
経常一般財源等より除いた経常収支比率法 人 税 割 9.70％ 9号 3,000千円 98.7

合 計市 民 税 98.9 22.6

内
訳市 税 合 計

目 的 税

18.5

都市計画税 0.20％ 7号 410千円 8号 1,750千円

固定資産税 1.40％ 5号 160千円 6号 400千円

98.5

諸 支 出 金個人所得割 6.00％ 3号 130千円 4号 150千円 区 分 現年課税％ 滞納繰越％

232,140 公 債 費個人均等割 3,500円

法 　人
均等割
千　 円

1号   50千円 2号 120千円 徴 収 率
特別土地保有税

教 育 費110,839円

軽自動車税 106,788 災害復旧費適 用 税 率 の 状 況 507,486円

内
訳

1,420,293

407,343

市 民 税

固定資産税 1,923,032

後期高齢者医療 22,773 559,977 3

消 防 費

内
訳
利子償還

173,124円

土 木 費7,741人

商 工 費4,956世帯

区 分 基準税額×100/75 農林水産業費303,665千円

66,526千円

国民健康保険 66,526 303,665 7

1,827,636介 護 保 険 230,672 576,650 13

上 水 道 1,163,443 6,246 11

市 税 労 働 費下 水 道 272,888 375,147 4

- 総 務 費361,000

合 計 8,805,816 衛 生 費国保会計の状況

うち臨時財政対策債 - 民 生 費
事業名

法適
用の
有無
収 支 額

普通会計か
らの繰入額

    うち減収補填債特例分議 会 議 員

地 方 債 - 議 会 費公 営 事 業 の 状 況 議 会 副 議 長 H27.8.1 384,000

臨時職員 - 教 育 長 H28.11.1-

合 計 307 議 会 議 長 H27.8.191,047
内
訳

4,141

- 目 的 別 歳 出639,000

6,607 区 分

-

455,000

6,607

949,000

諸 収 入 合 計消防職員 - 副 市 長 H28.11.1 762,000-

　うち技能労務職 24 6,410 267,083

教育公務員 13

区 分 職員数 平成31年4月分給料支給総額千円 一人当り支給月額　円

一般職員 294 特 別 職 等295,59986,906 -

-

一市二町組合（病院）

後期高齢者広域連合

繰 入 金一人当平均支給月額　円

6,600

3,268,748

実質単年度収支⑥+⑦ +⑧ -⑨ △ 687,192 △ 437,198 地方債現在高 10,608,782 視聴覚教材センター

一　　般　　職　　員　　等(平成31年4月1日現在) 債務負担行為額

消防災害補償

内

訳

普通建設事業

繰 越 金 - 災害復旧事業

-県 支 出 金

う
ち

財 産 収 入

手 数 料 -

国庫支出金 -

うち人件費

寄 附 金

積立金取崩し額⑨ 600,000 721,000 　　うち減債基金 600,053

投資的経費繰 上 償 還 金 ⑧ 0 0 　　うち財調基金 1,862,079 常 備 消 防 使 用 料 11,637

分担金・負担金 -

し 尿 処 理

前年度繰上充用金積 立 金 ⑦ 104,324 104,209 積立金現在高 5,687,361 火 葬 場

交通安全対策特別交付金 4,049

小 計 8,776,923

繰 出 金単 年 度 収 支 ⑥ △ 191,516 179,593 起債制限比率 4.2

投資及び出資金貸付金実 質 収 支 ③ - ④ ⑤

-

積 立 金

内
訳

一部事務組合3,918,297

以 外 の も の

-

355,574 547,090 実質公債費比率 7.9 ご み 処 理 関係

歳入歳出差引額① - ②③ 403,983 632,557 実質収支比率
翌年度に繰り越すべき財源④ 48,409 85,467 公 債 費 比 率

補 助 費 等歳 入 総 額 ① 15,336,318 16,757,173 標準財政規模 9,343,260 一部事務組合加入状況 地方交付税 3,918,297

維持補修費区 分 平成30年度 平成29年度 基準財政収入額 3,886,721 広 域 地方特例交付金 16,653

物 件 費123人 H12年   40,793人 基準財政需要額 7,788,020 低 開 発 自動車取得税交付金 53,730

指数等 指定団体等の状況 特別地方消費税

3.8 広 域 市 町 村

0.487 退職手当支給事務
内
訳

5.1 自治振興センター

小 計

元金償還

H27年 H17年   39,492人 区 分 -

653,846

一借利子6,357

6.7

36.0 ゴルフ場利用税交付金

Ｈ22
国調

1,025 5,988 地方消費税交付金

株式等譲渡所得割交付金 6,913

扶 助 費

公 債 費

増 加 率 △ 5.75
人口密度 (参考）国調人口

住 基 台 帳 6.2

利子割交付金 3,895

1,111 5,631 配当割交付金 8,116

第1次 第2次

3,927,719 人 件 費

地方譲与税 181,397 うち職員給

国 調
     k㎡
286.48

H27年　12,478人
H22年　12,679人

区 分

H 22年

地 方 税
人 口 面 積 人口集中地区人口 産業構造就業人口及び割合(人・％）

市 名

歳 入 性 質 別 歳 出

区　　分 経常一般財源千円 区　　分

平　成　３０　年　度 コード番号

決　  算　  状 　況
市 町 村 類 型

H30年度交付税種地区分

37,422

H 27年 35,272 就
業
人
口

042064

Ｈ27
国調

白石市

33.9

-

H30･3･31 34,543

H31･3･31 34,027

歳 出 総 額 ② 14,932,335 16,124,616 財 政 力 指 数


